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◆政策の柱 １ 多職種連携の促進に関する施策 

指標名 
現状値 

（年次） 

目標値 

（目標年次） 

政策形成機能を有する地域ケア会議を開催する市町村数 
9 市町村 

(H26) 

42 市町村 

（H29） 

多職種連携に関する研修等に取り組む事業所数（累計） 
221 事業所 

(H26) 

550 事業所 

(H29) 

多職種連携チームを編成するための母体となる組織体制づ

くりに取り組む地域医師会数 

19 医師会 

(H26) 

22 医師会 

(H27) 

定期巡回・随時対応型訪問介護・看護サービスの提供体制の

ある介護事業所数 

9 事業所 

（H26） 

22 事業所 

（H29） 

看護小規模多機能型居宅介護の提供体制のある介護事業所

数 

3 事業所 

（H26） 

10 事業所 

（H29） 

難病患者在宅療養応援員登録数 
439 名 

（H26） 

500 名 

（H29） 

 

◆政策の柱 ２ 認知症対策の推進に関する施策 

指標名 
現状値 

（年次） 

目標値 

（目標年次） 

認知症初期集中支援チーム配置市町村数 
0 市町村 

（H26） 

42 市町村 

（H30） 

認知症地域支援推進員配置市町村数 
4 市町 

（H26） 

42 市町村 

（H30） 

認知症サポート医数 
67 人 

（H26） 

98 人 

（H29） 

かかりつけ医認知症対応力研修受講医師数 
778 人 

（H25） 

1,200 人 

（H29） 

認知症サポーター養成数 
77,000 人

（H25） 

130,000 人 

（H29） 

徘徊見守り SOS ネットワークに類する事業実施市町村数 
4 市町 

（H26） 

42 市町村 

（H29） 

 

◆政策の柱 ３ 介護人材の育成確保に関する施策 

指標名 
現状値 

（年次） 

目標値 

（目標年次） 

介護職員数（施設サービス、居宅サービスに従事する職員数） 
25,449 人

（H24） 

32,563 人 

（H29） 

福祉人材の育成に取り組む事業所の数 ― 
後日設定 

（H29） 

１ 第６期岐阜県高齢者安心計画 数値目標一覧  
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指標名 
現状値 

（年次） 

目標値 

（目標年次） 

介護福祉士養成学校等在学生への修学資金貸付利用者数 

（累計） 

358 人 

（H25） 

810 人 

（H29） 

学生等のインターンシップ、一日体験受入数（累計） 
304 人 

（H25） 

630 人 

（H29） 

介護職員による喀痰吸引等研修受講者数（累計） 
116 人 

（H25） 

1,000 人 

（H29） 

喀痰吸引を行う介護職員を養成するための指導者養成研修

受講者数（累計） 

161 人 

（H25） 

480 人 

（H29） 

介護の職場体験事業参加者数（累計） 
87 人 

（H25） 

450 人 

（H29） 

小中学生親子向け福祉・介護の職場体験事業参加者数（累計） 
170 人 

（H25） 

970 人 

（H29） 

キャリア支援専門員による福祉・介護の職場就労・定着支援

相談件数（累計） 

762 件 

（H25） 

3,800 件 

（H29） 

福祉の仕事説明会に参加する高校生・進路指導教諭数（累計） 
220 人 

（H25） 

940 人 

（H29） 

地域の支え合い人材育成につながるボランティア講座の実

施率（市町村数） 

23 市町村 

（H25） 

42 市町村 

（H30） 

団体づくりに対する県支援制度を活用して設立した団体数 
85 団体 

（H25） 

120 団体

（H30） 

拠点づくりに対する県支援制度の活用箇所数 
95 箇所 

（H25） 

200 箇所

（H30） 

地域の団体組織のネットワーク形成促進のための懇談会・座

談会の実施率（小学校区数） 

57.9% 

（H25） 

100.0% 

（H30） 

見守りネットワーク活動実施率（自治会数） 
68.5% 

（H25） 

100.0% 

（H30） 

助け合い（生活支援）活動実施率（小学校区数） 
17.8% 

（H25） 

50.0% 

（H30） 

 

◆政策の柱 ４ 生活支援と介護予防の推進に関する施策 

指標名 
現状値 

（年次） 

目標値 

（目標年次） 

介護予防に資する住民主体の自主活動（運動教室等）がある

市町村数 

24 市町村

(H24) 

42 市町村 

（H29） 

生活支援コーディネーター配置市町村数 
0 市町村 

(H26) 

42 市町村 

（H30） 

65 歳以上の者が居住する住宅のうち一定のバリアフリー化

がなされた住宅戸数（バリアフリー化率） 

38.5% 

（H20） 

75.0% 

（H32） 

65 歳以上の者が居住する住宅のうち高度のバリアフリー化

がなされた住宅戸数（バリアフリー化率） 

9.7% 

（H20） 

25.0% 

（H32） 

低栄養傾向者の増加の抑制（65 歳以上） 
24.2% 

（H23） 

28.0%以下

（H28） 

習慣的に運動する人の増加（６５歳以上男性） 
17.3% 

（H23） 

27.0%以上

（H28） 
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指標名 
現状値 

（年次） 

目標値 

（目標年次） 

習慣的に運動する人の増加（６５歳以上女性） 
34.1% 

（H23） 

44.0%以上

（H28） 

自分の歯を 20 歯以上有する人の増加（80 歳） 
50.6% 

（H23） 

55.0％以上

（H28） 

特定健康診査受診者（４０～７４歳）の増加 
43.0% 

（H22） 

62.1％以上

（H27） 

特定保健指導を受ける人（４０～７４歳）の増加 
19.0% 

（H22） 

37.6%以上 

（H27） 

スポーツ実施率(成人の週 1 回以上のスポーツ実施率） 
42.1％ 

（H25) 

65.0% 

（H32） 

【再掲】定期巡回・随時対応型訪問介護・看護サービスの提

供体制のある介護事業所数 

9 事業所 

（H26） 

22 事業所 

（H29） 

【再掲】看護小規模多機能型居宅介護の提供体制のある介護

事業所数 

3 事業所 

（H26） 

10 事業所 

（H29） 

 

◆政策の柱 ５ 在宅サービスの推進に関する施策 

指標名 
現状値 

（年次） 

目標値 

（目標年次） 

【再掲】生活支援コーディネーター配置市町村数 
0 市町村 

(H26) 

42 市町村 

（H30） 

【再掲】政策形成機能を有する地域ケア会議を開催する市町

村数 

9 市町村 

(H26) 

42 市町村 

（H29） 

【再掲】多職種連携に関する研修等に取り組む事業所数（累

計） 

221 事業所 

(H26) 

550 事業所 

(H29) 

【再掲】多職種連携チームを編成するための母体となる組織

体制づくりに取り組む地域医師会数 

19 医師会 

(H26) 

22 医師会 

(H27) 

【再掲】定期巡回・随時対応型訪問介護・看護サービスの提

供体制のある介護事業所数 

9 事業所 

（H26） 

22 事業所 

（H29） 

【再掲】看護小規模多機能型居宅介護の提供体制のある介護

事業所数 

3 事業所 

（H26） 

10 事業所 

（H29） 

【再掲】難病患者在宅療養応援員登録数 
439 名 

（H26） 

500 名 

（H29） 

 

◆政策の柱 ６ 施設サービス及び高齢者の居住安定の促進に関する施策 

指標名 
現状値 

（年次） 

目標値 

（目標年次） 

広域型特別養護老人ホーム 
9,689 人 

（H26） 

10,454 人 

(H29) 

地域密着型特別養護老人ホーム 
1,037 人 

（H26） 

1,210 人 

(H29) 

介護老人保健施設 
6,524 人 

（H26） 

6,687 人 

(H29) 
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指標名 
現状値 

（年次） 

目標値 

（目標年次） 

介護専用型特定施設入居者生活介護 
0 人 

(H26) 

100 人 

(H29) 

地域密着型特定施設入居者生活介護 
136 人 

（H26） 

165 人 

(H29) 

混合型特定施設入居者生活介護 
1,080 人 

（H26） 

同左 

(H29) 

養護老人ホーム 
1,189 人 

（H26） 

1,179 人 

(H29) 

認知症グル―プホーム 
4,228 人 

（H26） 

4,495 人 

(H29) 

高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合 
0.4% 

（H17） 

3～5％ 

（H32） 

【再掲】65 歳以上の者が居住する住宅のうち一定のバリアフ

リー化がなされた住宅戸数（バリアフリー化率） 

38.5% 

（H20） 

75.0% 

（H32） 

【再掲】65 歳以上の者が居住する住宅のうち高度のバリアフ

リー化がなされた住宅戸数（バリアフリー化率） 

9.7% 

（H20） 

25.0% 

（H32） 

 

◆その他の取り組み 

指標名 
現状値 

（年次） 

目標値 

（目標年次） 

県内市町村における「避難行動要支援者名簿」の策定状況 
19 市町村 

(H26) 

42 市町村 

(H29) 

県内市町村における「避難行動要支援者個別計画」の策定状

況 

９市町村 

(H26) 

42 市町村 

(H29) 

県内市町村の福祉避難所の指定状況（指定済み市町村数） 
33 市町村 

(H25) 

42 市町村 

(H29) 

犯罪や暴力、事故のない地域をつくるための高齢者世帯訪問

数 

127,917 世帯

（H25） 

239,917 世帯 

（H29） 

「地震や台風などの災害や緊急時の備えができている人」の

割合 

55.9％ 

（H25） 

75.0％ 

（H30） 

相談員を配置する消費生活相談窓口設置市町村数 
20 市町村

（H25） 

26 市町村 

（H29） 

高齢運転者実技講習 参加人数 
1,059 人 

（H26） 

1,300 人 

（H29） 

高齢歩行者等実技講習 参加人数 
900 人 

（H26） 

1,100 人 

（H29） 
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氏 名 役 職 

浅井 タヅ子 一般社団法人岐阜県介護福祉士会会長 

◎飯尾 良英 中部学院大学教授 

石原 美智子 NPO 法人岐阜県居宅介護支援事業協議会名誉会長 

市川 尚子 高齢社会をよくする女性の会岐阜代表 

井戸 孝憲 NPO 法人岐阜県グループホーム協議会代表理事 

臼井 弘 公益社団法人認知症の人と家族の会岐阜県支部 

加藤 久美子 一般財団法人岐阜県老人クラブ連合会理事 

小林 月子 岐阜大学名誉教授・サンビレッジ国際医療福祉専門学校長 

高木 美佐江 公募構成員 

田宮 仁史 社会福祉法人岐阜県社会福祉協議会常務理事 

地守 素子 岐阜県デイサービスセンター協議会 

鳥澤 英紀 一般社団法人岐阜県医師会常務理事 

野崎 加世子 岐阜県訪問看護ステーション連絡会会長 

林 俊明 岐阜県地域包括・在宅介護支援センター協議会会長 

藤田 隆夫 岐阜県訪問介護協会 

堀 孝正 岐阜県市長会監事（瑞穂市長） 

水野 敬子 一般社団法人岐阜県社会福祉士会 

水野 正敏 岐阜県議会厚生環境委員長 

○森 仁実 岐阜県立看護大学教授 

山本 眞史 岐阜県老人保健施設協会会長 

若山 宏 岐阜県老人福祉施設協議会会長 

渡邊 公夫 岐阜県町村会副会長（御嵩町長） 

                               （平成 27年 3月時点） 

   ※ ５０音順、敬称略 
   ※ ◎会長、○副会長 

２ 岐阜県高齢者安心計画作成・推進会議構成員  
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部局 担当課 

危機管理部 消防課長 

  防災課長 

清流の国推進部 スポーツ推進課長 

総務部 管財課長 

環境生活部 環境生活政策課長 

健康福祉部 健康福祉政策課長 

  医療整備課長 

  地域医療推進課長 

  保健医療課長 

  障害福祉課長 

  地域福祉国保課長 

  子ども・女性政策課長 

商工労働部 労働雇用課長 

  産業技術課長 

  新産業振興課長 

農政部 農業経営課長 

  農産園芸課長 

県土整備部 道路維持課長 

都市建築部 公共交通課長 

  公共建築住宅課長 

  建築指導課長 

教育委員会 教職員課長 

  教育研修課長 

  学校支援課長 

  社会教育文化課長 

警察本部 生活安全総務課長 

  交通企画課長 

  交通規制課長 

  運転免許課長 

 

 

 

  

３ 岐阜県高齢者安心計画作成連絡会議  
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時  期 項    目 

平成２６年  

  ６月 特別養護老人ホーム入所申込者数調査（１日） 

  療養病床転換アンケート調査（５日） 

  県政モニターアンケート調査（２０日） 

   各圏域単位老人クラブヒアリング調査（６月１６日～７月２３日） 

  ７月 全国介護保険担当課長会議（２８日） 

（国の計画指針（案）提示） 

市町村等担当者ヒアリング（７月２９日～８月２０日） 

  （県と市町村等の計画担当者による意見・情報交換） 

 ８月 市町村等担当者説明会（６日） 

  （国の基本指針（案）の説明、介護予防・日常生活支援総合事業ガイドラインについて

の説明 等） 

  介護休暇に係る事業所実態調査（２８日） 

  ９月 介護サービス事業所、介護職員現状調査（１０日） 

  第１回高齢者安心計画作成・推進会議開催（１２日） 

 １０月 県議会報告（骨子案、実施済み調査について報告）（６日） 

  圏域別市町村等会議（１０月１７日～２９日） 

  （施設整備、利用者数、保険料、日常生活支援総合事業等についての意見交換・調整） 

  事業者団体等ヒアリング（１０月１６日～３１日） 

 １２月 県議会報告（重点事項について報告）（１５日） 

 第２回高齢者安心計画作成・推進会議開催（１９日） 

平成２７年  

  １月 パブリックコメント実施（１月５日～２月４日） 

  ２月 第３回高齢者安心計画作成・推進会議開催（２３日） 

  ３月 県議会報告（概要版等）（１６日） 

４ 第６期計画策定プロセス  
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清流の国ぎふ憲章 

 ～ 豊かな森と清き水 世界に誇れる 我が清流の国 ～ 

 
 

「清流の国ぎふ」に生きる私たちは、 
 

   知 
清流がもたらした 

自然、歴史、伝統、文化、技を知り学びます 
 

   創 
ふるさとの宝ものを磨き活かし、 

新たな創造と発信に努めます 
 

   伝 
清流の恵みを新たな世代へと守り伝えます 
 
 
 

平成２６年１月３１日 「清流の国ぎふ」づくり推進県民会議 

 

 

 

 




